
  

 

備 監 第 8 1 号 

平成 27 年 1 月 26 日 

 

備 前 市 長   村 武 司 様 

備前市議会議長  田 口 健 作 様 

 

 

備前市監査委員 大 田 淳 一 

備前市監査委員 掛 谷   繁  

 

 

平成 26 年度財政援助団体等監査結果報告書の提出について 

 

 

 地方自治法第 199 条第 7 項の規定に基づき監査を実施し、同条第 9 項の規定により、そ

の結果に関する報告を決定したので、別紙のとおり提出します。 
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備 前 市 監 査 委 員 



  

    



- 1 - 

    

        （出資団体監査）（出資団体監査）（出資団体監査）（出資団体監査）    

第第第第１１１１    監査の対象監査の対象監査の対象監査の対象    

   市が資本金、基本金その他これらに準ずるものの 4 分の 1 以上を出資している法人

のうちから、次の団体について監査を行った。    

団体名 所管部署 
出資額 

（万円） 

出資 

比率 
設立年月日 

一般財団法人 備前市施設管理公社 
まちづくり部 

産業振興課 
5,000 100.0％ 平成 3 年 11 月 25 日 

片上埠頭開発株式会社 
まちづくり部 

まち整備課 
1,020 51.0％ 昭和 45 年 5 月 18 日 

 

 

第第第第２２２２    監査の期間監査の期間監査の期間監査の期間    

   平成 26 年 10 月 31 日から平成 27 年 1 月 23 日まで    

    

    

第第第第３３３３    監査の範囲監査の範囲監査の範囲監査の範囲    

   平成 25 年度に執行された出納その他の事務（必要に応じて他の年度） 

 

 

第第第第４４４４    監査の方法監査の方法監査の方法監査の方法    

   出資団体に係る出納その他の事務が、法令等に従い適正かつ効率的に執行されてい

るか、また、設立目的に沿った運営がなされているか、団体及び所管部署から予め関

係書類の提出を求め、関係諸帳簿等の調査及び確認を行った。また、団体へ出向き関

係職員から説明を聴取した。 

 

 

第５第５第５第５    監査の結果監査の結果監査の結果監査の結果等等等等    

   当該団体の運営は、設立目的に沿ったものであり、出納その他の事務は、おおむね

適正に処理されていると認められた。 

   しかし、一部において改善を要する事項が見受けられたので、所管部署にあっては

団体に対する指導を含めて適切な措置を講じ、団体にあっては所管部署の指導に応じ

た適切な措置を講じられたい。 

なお、指摘、改善等を要する事項及び意見等については、次のとおりである。    
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１１１１    一般財団法人一般財団法人一般財団法人一般財団法人    備前市施設管理公社備前市施設管理公社備前市施設管理公社備前市施設管理公社    

（１）対象団体の概要（１）対象団体の概要（１）対象団体の概要（１）対象団体の概要    
平成 26 年 3 月 31 現在 

名 称 一般財団法人 備前市施設管理公社 

事務所所在地 備前市久々井 747 番地 

基 本 財 産 5,000 万円 

設 立 年 月 日 平成 3 年 11 月 25 日 

目 的 

この法人は、公園施設及び労働関連施設等を有効活用し、文化・スポーツ

振興を図る。また、地域の特性を活かした水辺空間等自然環境の創造・保

全に努めるとともに、公園緑地等公共施設の円滑な利用の促進及び機能の

維持・向上、自然愛護に関する普及啓発等を図ることによって、備前市が

設置した施設（備前市が管理運営を受託した施設を含む。）の利用促進を

図り、市民の教養、レクリェーション、健康など地域に貢献すること及び

ゆとりと活力にあふれた地域づくり並びに、市民福祉の向上に寄与するこ

とを目的とする。 

事 業 

（1）地方自治法による指定管理者制度に基づく公園施設の管理運営並び

に付帯事業 

（2）公園施設等の維持管理業務の受託 

（3）地方自治法による指定管理者制度に基づく労働関連施設の管理運営

並びに付帯事業 

（4）労働関連施設の維持管理業務の受託 

（5）文化・スポーツ振興、市民の教養、レクリェーション及び健康や福

祉の向上に関する事業 

（6）河川公園等公共施設の維持管理業務の受託 

（7）八塔寺総合交流施設等公共施設の管理運営の受託 

（8）その他この法人の目的を達成するために必要な事業 

事 業 年 度 4 月 1 日から 3 月 31 日まで 



- 3 - 

組 織 

 

備 前 市 と の 

関    係 

 

・市は、備前市施設管理公社の設立団体として基本財産の 100.0％、50,000

千円を保有する。市から勤労者福祉施設及びスポーツ施設等公共施設の指

定管理業務、市有駅舎管理運営及び介護予防教室業務等を受託している。 
 

指定管理施設・受託事業 指定管理料・受託金額 

リフレセンターびぜん 12,000,000(円/年) 

備前市勤労者センター 5,700,000(円/年) 

備前市総合運動公園 

110,940,000(円/年) 

備前市伊部運動公園 

備前市浜山運動公園 

備前市三石運動公園 

備前市日生運動公園 

備前市日生武道場 

備前市吉永Ｂ＆Ｇ海洋センター 

シルバー人材 2人交代 

シルバー人材夜 2人交代 

備前市総合
運動公園 

日生運動公
園 

リフレセン

ターびぜん 

備前市勤労
者センター 

備前片上駅

舎 

吉永 B＆G海
洋センター 

西片上駅舎 

吉永事業所 

所長（兼） 所長補佐 
1 人 

事務取扱 

（兼） 
事務補助員 

3 人 
管理人 
4 人 

所長（兼） 所長補佐 
1 人 

事務補助員 
1 人 

所長（兼） 主事 
1 人 

所長（兼） 事務補助員 
3 人 

管理人 
2 人 

所長（兼） 事務補助員 
1 人 

管理人 
2 人 

責任者（兼） 
事務補助員 

(兼) 
管理人 
3 人 

事務補助員 
1 人 

シルバー人材
夜 2人交代 

管理人 
4 人 

事務補助員 
1 人 

シルバー人材
夜 1人交代 

管理人 
4 人 

責任者（兼） 
事務取扱

(兼) 
管理人 
2 人 

受託作業員

6人 所長 1人 受託作業
ﾘｰﾀﾞｰ 1人 

農園作業員
9人 

事務局 

事務局長（会計責任者）1人 
事務局員（会計事務責任者）1人 

理事会 

代表理事 2人 
業務執行理事 1人 
理事 4人 監事 2人 

評議員会 
5 人 

伊部運動公園、三石運動公園を含む 



- 4 - 

備前市吉永テニスコート 

備前市吉永Ｂ＆Ｇ海洋センター艇庫 

八塔寺ふるさと農園 

2,245,000(円) 
八塔寺山荘 

八塔寺ふるさと館 

大池緑地公園 

市有駅舎管理運営委託（備前片上駅、西片上駅） 1,125,000(円/年) 

地域生活支援事業委託（手話奉仕員養成講座） 230,000(円) 

介護予防教室業務委託（一次） 1,119,050(円) 

介護予防教室業務委託（二次） 669,250(円) 

市道維持管理業務委託等 2,260,550(円) 

 

・市の職員等の役員就任状況 

役 員 市 職 名 

代表理事 理事長（1名） 備前市長 

副理事長（1 名） 副市長 

業務執行理事（1 名） 市長室長 

理事（4 名） 教育長、教育次長、まちづくり部長、

吉永総合支所長 

監事（2 名） 市長室危機管理監 

（ ）は役員人数 

    

（２）貸借対照表（２）貸借対照表（２）貸借対照表（２）貸借対照表                                     （単位：円） 

科科科科            目目目目    平成平成平成平成 25252525 年度末年度末年度末年度末(A(A(A(A))))    平成平成平成平成 24242424 年度末年度末年度末年度末(B(B(B(B))))    増増増増    減減減減(A)(A)(A)(A)----(B)(B)(B)(B)    

資資資資    

産産産産    

のののの    

部部部部    

【流動資産】 

  現金預金 

  有価証券 

  未収金 

  立替金 

【固定資産】 

 （基本財産） 

  定期預金 

 （その他固定資産） 

  車両運搬具 

  什器備品 

  ソフトウェア 

【79,122,062】 

54,719,717 

19,995,960 

4,208,104 

198,281 

【53,334,208】 

（50,000,000） 

50,000,000 

（3,334,208） 

3 

3,014,339 

319,866 

【87,707,277】 

63,741,594 

19,995,780 

3,795,843 

174,060 

【52,494,479】 

（50,000,000） 

50,000,000 

（2,494,479） 

3 

2,070,870 

423,606 

【△8,585,215】 

△9,021,877 

180 

412,261 

24,221 

【839,729】 

（0） 

0 

（839,729） 

0 

943,469 

△103,740 

資産の部合計資産の部合計資産の部合計資産の部合計    132,456,270132,456,270132,456,270132,456,270    140,201,756140,201,756140,201,756140,201,756    △△△△7,745,4867,745,4867,745,4867,745,486    

負
債
負
債
負
債
負
債
のののの
部部部部    

【流動負債】 

  未払金 

  預り金 

【16,838,090】 

15,092,940 

1,745,150 

【12,892,034】 

11,934,198 

957,836 

【3,946,056】 

3,158,742 

787,314 

負債の部合計負債の部合計負債の部合計負債の部合計    16,838,09016,838,09016,838,09016,838,090    12,892,03412,892,03412,892,03412,892,034    3,946,0563,946,0563,946,0563,946,056    
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正
味
財
産

正
味
財
産

正
味
財
産

正
味
財
産
のののの
部部部部    

【指定正味財産】 

  指定正味財産 

 （うち基本財産への充当額） 

【一般正味財産】 

  一般正味財産 

【50,000,000】 

50,000,000 

（50,000,000） 

【65,618,180】 

65,618,180 

【50,000,000】 

50,000,000 

（50,000,000） 

【77,309,722】 

77,309,722 

【0】 

0 

（0） 

【△11,691,542】 

△11,691,542 

正味財産正味財産正味財産正味財産の部合計の部合計の部合計の部合計    115,618,180115,618,180115,618,180115,618,180    127,309,722127,309,722127,309,722127,309,722    △△△△11,691,54211,691,54211,691,54211,691,542    

負債及び負債及び負債及び負債及び正味財産の部正味財産の部正味財産の部正味財産の部合計合計合計合計    132,456,270132,456,270132,456,270132,456,270    140,201,756140,201,756140,201,756140,201,756    △△△△7,745,4867,745,4867,745,4867,745,486    

    

（３）正味財産増減（３）正味財産増減（３）正味財産増減（３）正味財産増減計算書計算書計算書計算書                         （単位：円） 

科科科科            目目目目    平成平成平成平成 25252525 年度年度年度年度(A)(A)(A)(A)    平成平成平成平成 24242424 年度年度年度年度(B)(B)(B)(B)    増増増増    減減減減(A)(A)(A)(A)----(B)(B)(B)(B)    
ⅠⅠⅠⅠ    一般正味財産増減の部一般正味財産増減の部一般正味財産増減の部一般正味財産増減の部    
1 経常増減 
(1)経常収益 

  基本財産運用益 
  事業収益 
  受取補助金等 
  諸収益 

 
 
 

13,282 
64,999,934 
132,540,000 
3,054,320 

 
 
 

15,391 
64,924,500 
129,995,000 
2,963,280 

 
 
 

△2,109 
75,434 

2,545,000 
91,040 

経常収益計 200,607,536 197,898,171 2,709,365 
(2)経常費用 

  事業費 
  管理費 

 
209,949,850 
2,337,470 

 
184,978,365 
2,851,886 

 
24,971,485 
△514,416 

経常費用計 212,287,320 187,830,251 24,457,069 
  当期経常増減額 △11,679,784 10,067,920 △21,747,704 

2 経常外増減 
(1)経常外収益 

 
0 

 
0 

 
0 

経常外収益計 0 0 0 
(2)経常外費用 

  固定資産減損損失 
   消耗什器備品損失 

 
11,758 
11,758 

 
0 
0 

 
11,758 
11,758 

経常外費用計 11,758 0 11,758 
  当期経常外増減額 △11,758 0 △11,758 

  当期一般正味財産増減額 
  一般正味財産期首残高 
  一般正味財産期末残高 

△11,691,542 
77,309,722 
65,618,180 

10,067,920 
67,241,802 
77,309,722 

△21,759,462 
10,067,920 

△11,691,542 
ⅡⅡⅡⅡ    指定正味財産増減の部指定正味財産増減の部指定正味財産増減の部指定正味財産増減の部    
  当期指定正味財産増減額 
  指定正味財産期首残高 
  指定正味財産期末残高 
ⅢⅢⅢⅢ    正味財産期末残高正味財産期末残高正味財産期末残高正味財産期末残高    

 
0 

50,000,000 
50,000,000 

115,618,180115,618,180115,618,180115,618,180    

 
0 

50,000,000 
50,000,000 

127,309,722127,309,722127,309,722127,309,722    

 
0 
0 
0 

△△△△11,691,54211,691,54211,691,54211,691,542    

 

    （４（４（４（４）指摘、改善等を要する事項及び意見）指摘、改善等を要する事項及び意見）指摘、改善等を要する事項及び意見）指摘、改善等を要する事項及び意見    

            １）所管部署に対して１）所管部署に対して１）所管部署に対して１）所管部署に対して    

出資団体の設立当初と現況を比較すると、事業内容や市からの受託事業が多岐

にわたり出資団体全体の経営成績の把握や財政状態の分析、団体に対する指導が

十分であるとは言い難い。これらが出資者である市の責務であることを鑑み、所

管窓口の一元化の検討や総括的に指導できる組織体制の整備を検討されたい。 

    

            ２）出資団体に対して２）出資団体に対して２）出資団体に対して２）出資団体に対して    

団体の出納その他の事務については、おおむね適正に行われているものと認め

られた。  
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２２２２    片上埠頭開発株式会社片上埠頭開発株式会社片上埠頭開発株式会社片上埠頭開発株式会社    

（１）対象団体の概要（１）対象団体の概要（１）対象団体の概要（１）対象団体の概要    
平成 26 年 3 月 31 現在 

名 称 片上埠頭開発株式会社 

事務所所在地 備前市穂浪 3771 番地 15 

資 本 金 2,000 万円 

設 立 年 月 日 昭和 45 年 5 月 18 日 

目 的 

(1)港湾荷役業務、荷役施設の建設運営管理及び自動車運送取扱業 

(2)上屋施設管理 

(3)船舶給水施設管理 

(4)その他の埠頭施設の建設及び運営管理 

(5)船舶乗組員または港湾労務者の休憩所等福利施設の設置と運営管理 

(6)各種商品、材料の販売及び食堂の経営に関する事業 

(7)前各号の業務に附帯する事業 

施 設 の 概 要 

 

名 称 バース 関連施設 船席数 水深・延長 摘 要 

東備港片上地区 

(-)4.5m 岸壁 
１ 

上屋・ジブクレー

ン・野積場 
3 席 -4.5m・180m 

SOLAS 

条約対応 

東備港片上地区 

(-)5.5m 岸壁 
野積場 2 席 -5.5m・180m 

SOLAS 

条約対応 
  

組 織 

 
 
 

事 業 年 度 4 月 1 日から 3 月 31 日まで 

備 前 市 と の 

関    係 

 

・市は、埠頭の設立団体として発行株式総数（40,000 株、資本金 2,000

万円）の 51.0％、1,020 万円を保有するとともに県港湾施設の維持管理及

び管理運営業務を委託している。 

株主総会 

監査役（社外） 

2 人 
取締役会（社外） 

7 人 

代表取締役会長 

代表取締役社長 

総務部 

業務課 4 人 総務課 荷役課 6 人 

（非常勤） 

（常勤） 
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・市からの受託事業 

受託事業名 受託金額 

東備港片上港区管理委託 20,862,801(円/年) 

※受託金額は、平成 25 年度備前市決算数値を使用している。 

 

・市からの借受財産 

地番 地目 地積 貸付料 摘要 

備前市穂浪 3771-15 

宅地 

4,715.69 ㎡ 1,596,730(円/年) 

市（普通財産） 備前市穂浪 3771-28 2,174.92 ㎡ 736,420(円/年) 

備前市穂浪 3771-30 84.00 ㎡ 38,090(円/年) 

計 2,371,240(円/年)  

 

・市への配当 

名称 配当金額 歳入年月日 

片上埠頭出資配当金 1,020,000(円/年) 平成 25 年 6 月 28 日 

  

・市の職員等の役員就任状況 

役 員 市 職 名 

代表取締役会長 備前市長 

  

    

（２）貸借対照表（２）貸借対照表（２）貸借対照表（２）貸借対照表                                      （単位：円） 

科科科科            目目目目    平成平成平成平成 22225555 年度末年度末年度末年度末(A(A(A(A))))    平成平成平成平成 22224444 年度末年度末年度末年度末(B(B(B(B))))    増増増増    減減減減(A)(A)(A)(A)----(B)(B)(B)(B)    

資資資資    

産産産産    

のののの    

部部部部    

【流動資産】 

  現金及び預金 

  受取手形 

  売掛金 

  未収入金 

  仮払金 

  貸倒引当金 

【固定資産】 

 （有形固定資産） 

  建物 

  建物付属設備 

  構築物 

  機械装置 

  車輌運搬具 

  工具器具備品 

 （無形固定資産） 

  預託金 

 （投資その他の資産） 

  保険積立金 

【156,964,078】 

113,332,891 

29,337,928 

12,654,677 

1,878,582 

0 

△240,000 

【22,582,835】 

（21,924,530） 

7,572,208 

1,141,985 

1,417,089 

11,140,918 

58,927 

593,403 

（20,630） 

20,630 

（637,675） 

637,675 

【139,710,635】 

99,103,884 

31,513,270 

7,208,315 

2,071,166 

50,000 

△236,000 

【21,873,948】 

（21,853,318） 

8,257,911 

1,347,781 

1,525,647 

10,183,826 

262,267 

275,886 

（20,630） 

20,630 

（0） 

0 

【17,253,443】 

14,229,007 

△2,175,342 

5,446,362 

△192,584 

△50,000 

△4,000 

【708,887】 

（71,212） 

△685,703 

△205,796 

△108,558 

957,092 

△203,340 

317,517 

（0） 

0 

（637,675） 

637,675 

資産の部合計資産の部合計資産の部合計資産の部合計    179,546,913179,546,913179,546,913179,546,913    161,584,583161,584,583161,584,583161,584,583    17,962,33017,962,33017,962,33017,962,330    
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負負負負    

債債債債    

のののの    

部部部部    

【流動負債】 

  支払手形 

  買掛金 

  未払金 

  仮受金 

  未払税金 

【17,655,322】 

2,478,000 

1,120,356 

6,545,983 

2,088,283 

5,422,700 

【8,601,155】 

0 

73,500 

5,378,158 

2,381,297 

768,200 

【9,054,167】 

2,478,000 

1,046,856 

1,167,825 

△293,014 

4,654,500 

負債の部合計負債の部合計負債の部合計負債の部合計    17,655,32217,655,32217,655,32217,655,322    8,601,1558,601,1558,601,1558,601,155    9,054,1679,054,1679,054,1679,054,167    

純純純純    

資資資資    

産産産産    

のののの    

部部部部    

【株主資本】 

 （資本金） 

  資本金 

 （利益剰余金） 

  利益準備金 

  [その他利益剰余金] 

   別途積立金 

   繰越利益剰余金 

161,891,591 

（20,000,000） 

20,000,000 

（141,891,591） 

5,000,000 

［136,891,591］ 

85,000,000 

51,891,591 

152,983,428 

（20,000,000） 

20,000,000 

（132,983,428） 

5,000,000 

［127,983,428］ 

85,000,000 

42,983,428 

8,908,163 

（0） 

0 

（8,908,163） 

0 

［8,908,163］ 

0 

8,908,163 

純資産の部合計純資産の部合計純資産の部合計純資産の部合計    161,891,591161,891,591161,891,591161,891,591    152,983,428152,983,428152,983,428152,983,428    8,908,1638,908,1638,908,1638,908,163    

負債及び純資産負債及び純資産負債及び純資産負債及び純資産の部の部の部の部合計合計合計合計    179,546,913179,546,913179,546,913179,546,913    161,584,583161,584,583161,584,583161,584,583    17,962,33017,962,33017,962,33017,962,330    

    

（３）（３）（３）（３）損益計算書損益計算書損益計算書損益計算書                               （単位：円） 

科科科科            目目目目    平成平成平成平成 25252525 年度年度年度年度(A)(A)(A)(A)    平成平成平成平成 22224444 年度年度年度年度(B)(B)(B)(B)    増増増増    減減減減(A)(A)(A)(A)----(B)(B)(B)(B)    

営
業
損
益

営
業
損
益

営
業
損
益

営
業
損
益    

【売上高】 

  営業収入 

  委託手数料 

【販売費及び一般管理費】 

【119,697,821】 

99,630,052 

20,067,769 

【106,867,745】 

【105,102,105】 

84,764,405 

20,337,700 

【102,506,338】 

【14,595,716】 

14,865,647 

△269,931 

【4,361,407】 

営業損益営業損益営業損益営業損益    12,830,076 2,595,767 10,234,309 

営
業
外
損
益

営
業
外
損
益

営
業
外
損
益

営
業
外
損
益    

【営業外収益】 

  受取利息 

  固定資産売却益 

  貸倒引当金戻入益 

  雑収入 

【営業外費用】 

  固定資産除却損 

  貸倒引当金繰入損 

【3,766,388】 

26,177 

1,249,998 

236,000 

2,254,213 

【265,601】 

25,601 

240,000 

【5,761,642】 

23,165 

299,999 

219,000 

5,219,478 

【292,792】 

56,792 

236,000 

【△1,995,254】 

3,012 

949,999 

17,000 

△2,965,265 

【△27,191】 

△31,191 

4,000 

営業外損益営業外損益営業外損益営業外損益    3,500,787 5,468,850 △1,968,063 

経常損益経常損益経常損益経常損益    16,330,86316,330,86316,330,86316,330,863    8,064,6178,064,6178,064,6178,064,617    8,266,2468,266,2468,266,2468,266,246    

【特別損失】 

        役員退職慰労金 

【0】 

0 

【2,500,000】 

2,500,000 

【△2,500,000】 

△2,500,000 

税引前当期純損益税引前当期純損益税引前当期純損益税引前当期純損益    16,330,86316,330,86316,330,86316,330,863    5,564,6175,564,6175,564,6175,564,617    10,766,24610,766,24610,766,24610,766,246    

法人税等充当金法人税等充当金法人税等充当金法人税等充当金    5,422,7005,422,7005,422,7005,422,700    768,200768,200768,200768,200    4,654,5004,654,5004,654,5004,654,500    

税引後当期純損益税引後当期純損益税引後当期純損益税引後当期純損益    10,908,16310,908,16310,908,16310,908,163    4,796,4174,796,4174,796,4174,796,417    6,111,7466,111,7466,111,7466,111,746    
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（４）（４）（４）（４）株主資本等変動計算書株主資本等変動計算書株主資本等変動計算書株主資本等変動計算書                         （単位：円） 

区区区区    分分分分    

株株株株        主主主主        資資資資        本本本本    

純純純純    資資資資    産産産産    

合合合合        計計計計    資本金資本金資本金資本金    

利利利利    益益益益    剰剰剰剰    余余余余    金金金金    

株主資本合株主資本合株主資本合株主資本合計計計計    利利利利    益益益益    

準備金準備金準備金準備金    

その他利益剰余金その他利益剰余金その他利益剰余金その他利益剰余金    
利益剰余金利益剰余金利益剰余金利益剰余金合合合合計計計計    

別途積立別途積立別途積立別途積立金金金金    繰越利益剰余繰越利益剰余繰越利益剰余繰越利益剰余金金金金    

前期末前期末前期末前期末    

残残残残    高高高高    
20,000,000 5,000,000 85,000,000 42,983,428 132,983,428 152,983,428 152,983,428 

当当当当    期期期期    

変動額変動額変動額変動額    
0 0 0 8,908,163 8,908,163 8,908,163 8,908,163 

 

 

 

剰余金 

の配当 
0 0 0 △2,000,000 △2,000,000 △2,000,000 △2,000,000 

当 期 

純損益 
0 0 0 10,908,163 10,908,163 10,908,163 10,908,163 

当期末当期末当期末当期末    

残残残残    高高高高 
20,000,000 5,000,000 80,000,000 51,891,591 141,891,591 161,891,591 161,891,591 

 

    （５）指摘、改善等を要する事項及び意見（５）指摘、改善等を要する事項及び意見（５）指摘、改善等を要する事項及び意見（５）指摘、改善等を要する事項及び意見    

            １）所管部署に対して１）所管部署に対して１）所管部署に対して１）所管部署に対して    

荷役作業に伴い発生する粉じんに対して、出資者として、また、地域住民の生

活環境を守るべき地方自治体として、出資団体と協議、検討され、問題解決に向

けて取り組まれたい。 

船舶の大型化、当該港湾施設の老朽化に伴い、施設移転も含めた高規格の港湾

施設の必要性が出資団体から提起される現況に鑑み、大局的な見地から主体的、

主導的な協議、検討等に努められたい。 

    

            ２）出資団体に対して２）出資団体に対して２）出資団体に対して２）出資団体に対して    

港湾荷役業務、荷役施設の建設運営管理及び自動車運送取扱業など設立目的に

沿って運営され、当該目的を果たしているものと認められた。 

団体の出納その他の事務については、おおむね適正に行われているものと認め

られた。 

今後も経費削減に努められ、健全経営を目指し、安全作業、環境対策に留意さ

れ事業を実施されたい。 

 


